
網使用料算定根拠（H15,16年度）
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Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定

(1)投資等比率の算定

(単位：百



Ⅳ.接続料収納ﾈWﾌW





Ⅵ.他人資本利子率の算定

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成13年度実績とした。

2.15%

(単位：％)

年度 13

区分

2.15%

(注)借入金の平均利子率である。

(2)有利子負債以外の負債の利子相当率

　　国債利回りの過去5年平均とした。

1.66%
(単位：％)

年度 9 10 11 12 13 平均

区分

2.20 1.50 (尢�q率



Ⅶ.自己資本利益率の算定　

1.ＣＡＰＭ的手法による自己資本利益率

(単位：％)
年度 平均（注４）
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